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研究論文 
 
主権者を育む公民科授業の開発研究 
－ハーバーマスのコミュニケーション理論と正統的周辺参加論を授業原理として－ 
 
江島 薫* 
 
 Developing Civics Classes for Sovereign Education： 
Based on Habermas’s Communication Theory and Legitimate Peripheral Participation 
 
Kaoru ESHIMA 
 
【要約】公民科授業開発にハーバーマスのコミュニケーション的行為の理論を援用する。そうすること
によって，生徒が社会制度について批判的に語ることができる。そこでは，社会制度の自律化によるシ
ステムに対する抵抗が認められる。それは，正統的周辺参加論によれば，市民的実践の中での語りとな
る。そのため，公民科授業における語りであっても，市民としての行為に等しい。このような語りを重
ね，生徒は主権者となっていく。 
 
【キーワード】コミュニケーション的行為，システムへの抵抗，正統的周辺参加，実践の中での語り 
 
１．問題の所在 
高等学校公民科の目的は，主権者を育てること
である。主権者とは，社会の中で自立した個人と
して自己の意見を表明することにより，社会の在
り方の決定にかかわり，社会を形成する者である。
一方で，公民科授業においては，生徒，保護者，
社会からの進学・就職という進路保障の要請に応
えるため，受験対策という合理的な学習を展開し
てきた。このため，従来の公民科授業においては，
主権者を育てるという目的が十分に果たされてい
ないという課題がある。 
2015 年には公職選挙法の改正により，選挙権年
齢が満 18 歳以上に引き下げられた中で，高等学校
では模擬投票等の主権者教育を通して，高校生の
主権者としての育ちを促す授業等を実施した(1)。
実際の投票等をイメージして行動し学ぶ機会とな
ったが，実際の投票行動は現実にある社会的問題
と複雑な社会の動向を捉えながら行うものである
ため，主権者としての育ちを促すには，次のよう
な授業を行うことが必要である。それは，社会的
問題をテーマにし，その問題について国民生活に
どのような影響があるのか，問題に関連する法制
度はどの程度整備されているのか等を探究し，自
己の意見を表明する学習である。その学習は，議
論や意見文を作成するというコミュニケーション
活動において行われる。その際，依拠する理論は，
ハーバーマスのコミュニケーション的行為の理論
である。この理論に依拠するのは，他者とのコミ
ュニケーションにより，誰もがよりよく生きられ
る社会を形成する主権者としての生徒を育てるこ
とを目指すからである。 
ハーバーマスの理論を援用し，コミュニケーシ
ョン活動を取り入れた授業開発の先行研究として，
水山光春の「『合意形成』の視点を取り入れた社会
科意思決定学習」(2)がある。合意形成の社会科授
業において合意の是非を明らかにし，社会認識と
意思決定の両方の質を高めることを目的とする。
この試みを行うため，「安楽死を考える－積極的安
楽死は是か非か－」のテーマで授業開発し，その
展開は次の通りである。安楽死に対する認識を深
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め，尊厳死との違いや共通点を見出す学習活動を
通して，議論により学習課題に対する認識を深め
る問いを明確にする。さらに，安楽死を認める場
面や案件を追究し，安楽死を認めるか否か，現実
社会との関連を踏まえて再検討をする。最後に，
合意形成過程の全体像から授業全体の評価を行う，
というものである。その結果，学習課題を定義し，
学習の過程を通して個々の学習者の「他者性」を
深め，違いを楽しむ合意追求の授業を目指すこと
ができるという。しかしこの授業では，一人ひと
りの死の在り方を考えるのではなく，積極的安楽
死の是非を匿名で吟味することにとどまるため，
システムを強化してしまう学習につながっていく
可能性がある。このため，死に対して自分がどう
向き合うのかを踏まえながら積極的安楽死の在り
方を問い直し，批判的に自己の意見を表明するコ
ミュニケーション活動を通して，生徒が主権者と
なっていく学習が必要である。 
また，馬場大樹は，「合意形成を扱った社会科学
習におけるコミュニケーション活動に関する批判
的考察：Ｊ.ハーバーマスとＮ．ルーマンの社会理
論の比較検討を通じて」(3)の中で，「二重の偶発性」
を克服しながら合意形成を行う社会科授業のコミ
ュニケーションの特質と課題を明らかにしている。
「二重の偶発性」とは，「コミュニケーションにお
いて互いに相手の出方に応じて自分の出方や態度
を決めようとしている状態を指す」。そして，馬場
は，「二重の偶発性」を切り捨てて合意形成を目指
す従来の社会科授業では，ハーバーマスのコミュ
ニケーション的行為の理論に依拠した授業の場合
は，相互了解の先に批判の余地がないという。し
かし，馬場の主張には，ハーバーマスのいう，相
互了解後も新たに批判可能な相互了解が継続する
という視点が十分反映されていない。コミュニケ
ーションの継続により批判可能な相互了解も継続
するため，社会をよりよいものにする批判は可能
である。 
今回の授業開発研究の目的は，ハーバーマスの
コミュニケーション的行為の理論を援用して開発
した公民科授業により，主権者を育むことである。
社会的問題をテーマにして授業を行い，議論や意
見文の作成というコミュニケーション活動によっ
て主権者を育むことが目的である。議論や意見文
の作成は主権者としての育ちを促す行為であり，
主権者らしくふるまうことである。その中で，「学
習者が新たな状況に応じて，それぞれの相互作用
によって，既習知識の意味や価値を変えたり，他
の知識と組み合わせたりする」ことができ，「対象
を認識したり，説明したりすることが可能になる
学力が育まれる(4)。生徒は，この学力をよりよく
社会を形成しようとする意見表明の中で育み，主
権者となっていく。 
よって，今回の研究では，議論や意見文の作成
というコミュニケーション活動を通して，生徒が
どのように主権者となっていくかを明らかにする。
その際，ハーバーマスのコミュニケーション的行
為の理論，正統的周辺参加論に依拠して実践・分
析を行い，成果と課題を捉える。 
 
２．コミュニケーション的行為によるシステムへ
の抵抗 
（1）システムによる生活世界の植民地化 
ハーバーマスによるコミュニケーション的行為
の理論は，人々がコミュニケーションによりいき
いきと生きる生活世界の回復を目指す役割を担う。
中岡正文によれば，生活世界とは「全人的な経験
を与えてくれる，人間形成にとってかけがえのな
い」ものであり，「人々が日常的にコミュニケーシ
ョンを交わす基本構造」であるという(5)。 
近代社会に見られる資本主義経済や近代国家と
いうシステムでは社会的合理化が進み，国家統治
や資本主義経済運営という目的合理的行為によっ
て人々はつながる。このため，社会においては，
コミュニケーションよりもシステムによる合理化
が進み，効率性を追求しながら目的達成が図られ
る。ハーバーマスはこのような状況を，各人の生
活の中から自由や意味が失われているとして「生
活世界の植民地化」と表現した。そして，「生活世
界の植民地化」については，ヴェーバーやマルク
スの合理化論に基づいて物象化のプロセスを分析
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することにより，次のように述べた。 
 
文化的伝統，社会的統合や教育の機能をこれ
まで専ら果たし，行為調整のメカニズムとし
て専ら了解に依存してきたが故に，貨幣や権
力の媒体に切り替えられることに強く抵抗す
る行為領域のなかへ，経済的・行政的合理性
のさまざまな形態が侵入してきて初めて，物
象化現象は生ずるのだ。(6) 
 
すなわち，人々の間で相互理解というコミュニ
ケーションに代わり，貨幣や権力というメディア
が人々の生活世界に浸透した。そしてメディアは，
人々がコミュニケーションを行わずとも，合理的
に各人の目的を達成させることができる。このた
め，コミュニケーションは行為調整によって実現
される価値や意味を失い，人間もシステム強制力
の働く対象となった（7）。ここに，人でさえも物象
化されるシステム合理性が生じ，自由が失われた。
そうすると，自分が何者であるかを把握せずとも
生活できるが，自分は何者であるかを考えずに生
きるというアイデンティティの危機あるいは喪失
が生じてしまう。このことが「生活世界の植民地
化」である。 
さらに，ハーバーマスは，価値実現のために目
的合理的にふるまうことによって他者との関係も
自己自身も物象化されてしまい，道具的な関係に
なってしまう，ということを次のように述べた。 
 
「価値」―それがまるで第二の自然の対象で
あるかのように―を目指して目的合理的に振
舞うことによって，お互いの間で，いや自分
自身に対してすら，対象化する態度をとり，
社会関係だけでなく，内的な関係までも，道
具的な関係に変形されてしまう。(8) 
 
（2）コミュニケーションによるシステム抵抗 
個人がシステムにより植民地化された生活世界
を回復するためには，他者とのコミュニケーショ
ンが必要である。コミュニケーションとはハーバ
ーマスのいうコミュニケーション的行為で，個々
人が相互に理解し合う了解を目指して行為調整を
実現することである。 
コミュニケーション的行為によって，「行為者た
ちは，世界のあるものについて了解し合うことを
通じて，社会的集団への帰属性とともに自己の同
一性を形成し，確認し，更新するような相互行為
に同時に参加している」特性をもつという(9)。こ
のことから，コミュニケーション的行為によって，
個々人が社会の一員としての自己の存在を自覚で
きるということが伺える。 
そしてハーバーマスは，「新たな抗争は，システ
ムと生活世界の接点のところで発生している」(10)
という。「抗争」とは，自己の生活世界の中から生
じた矛盾である。それは，「コミュニケーション的
な日常実践による社会（生活世界）の再生産の構
造を明らかにすることで」生まれる「自身の行為
と社会（システム）との矛盾」である(11)。この矛
盾は批判の潜在力を持つため，さらなるコミュニ
ケーション的行為によって人々に共有されるとき，
批判可能となる。これがシステムへの抵抗である。
よって，システム抵抗による生活世界の回復が図
られ，個々人は，共同体の中で自由と意味を持ち
ながら生きることができる。 
ハーバーマスは生活世界の回復を図る抵抗運動
の例として，次のような共同体内にある問題や運
動等を挙げている。 
 
(イ)反核と環境問題。(ロ)平和運動（南
北問題を含む）。・・・(ハ)少数派（老人，
同性愛，身体障害者等）。・・・(チ)女性
解放運動。(リ)国際的に意義あるものと
しては，地域的，言語的，文化的自立を
求めて，あるいは宗派的独立を求めて戦
う分権主義的な運動である。(12) 
 
これらの問題に直面するとき，人々はシステム
との問題の間にある矛盾に対し，コミュニケーシ
ョンによる批判を行うことでシステムに抵抗し，
自己の自由と意味を回復する。 
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（3）コミュニケーションの類型化 
ハーバーマスは社会的行為として，コミュニケ
ーション的行為と戦略的行為を分けている。そし
て，コミュニケーション的行為には，会話，規範
に規制された行為，演劇的行為の３つが該当する。
また，戦略的行為は，「公然たる戦略的行為」と「戦
略的であることが隠された行為」とに分かれ，「戦
略的であることが隠された行為」は，「意識的なご
まかし（操作）」と「無意識的なごまかし」とに分
かれる。「戦略的であることが隠された行為」の「無
意識的なごまかし」は，「歪められたコミュニケイ
ションの体系」として，コミュニケーション的行
為に関わる(13)。 
ハーバーマスは，コミュニケーション的行為の
中の，人々が了解のために行う特徴的発話行為に
注目した。コミュニケーションにおける特徴的発
話行為としては，表 1 のように，事実確認的発話
行為，規制的発話行為，表自的発話行為があり(14)，
以下のように例を挙げて説明している。 
教授からの「水を一杯もって来てくれないか」
という要請に対し，ゼミナール参加者は 3 つの妥
当局面で拒否することができる。 
はじめに，「いいえ，先生は私をご自分の使用人
のように扱うことはなりません。」という発話行為
によって，規範的正当性の面から拒否できる。な
ぜならば，「所与の規範的脈絡で教授の行為が正当
であるという点に対して」，「正統に秩序づけられ
た相互人格的関係というわれわれの世界と一致し
ていないがゆえに，相互人格的関係の確保という
機能を果たしていない」からである。 
 次に，「いいえ，先生が意図されているのは本当
はただ，他のゼミナール参加者の前でわたしに恥
をかかせることだけなのです。」という発話行為に
よっても，主観的誠実性の面から拒否できる。な
ぜならば，「教授が特定の発語媒介的効果を達成し
たがっているのだから，教授が自分の言った通り
のことを思っている，ということに対して」，「主
観的体験という各人それぞれの世界と一致してい
ないがゆえに，体験の表明という機能を果たして
いない」からである。 
最後に，「いいえ，一番近い水道でも授業が終わ
るまでに戻ってこれないほど離れています。」とい
う発話行為によっても，特定の存在前提が当たら
ないという真理性の面から拒否できる。なぜなら
ば，「教授が所与の事情では真であると前提してい
るに違いない言明に対して」，「実在する事態とい
う客観的世界と一致していないがゆえに，事態の
叙述という機能を果たしていない」からである(15)。 
以上の例を挙げ，ハーバーマスは，了解のため
の発話行為においては，3 つの妥当要求のどの局
面からも批判可能であることを次のように述べて
いる。 
 
この例から明らかになることは，了解志向型
の発話行為すべてにあてはまる。コミュニケ
イション的行為の連関では，発話行為は常に
この三つのどの局面からでも拒否することが
可能である。(16) 
 
以上より，3 つの妥当要求がより表出する発話
行為として，次のようにいうことができる。すな
わち，正当性がより表出するのは規制的発話行為
であり，法や道徳にかなっているかという社会的
世界にかかわる。誠実性がより表出するのは表自
的発話行為であり，自己の意見を表明するという
主観的世界にかかわる。真理性がより表出するの
は事実確認的発話行為であり，事実として何を知
っているかという客観的世界にかかわる。 
 
表１ 特徴的発話行為と言語の機能，妥当要求 
 
 
 
 
 
特徴的発話行為と表出する妥当要求に注目する
と議論における発言や意見文を分析でき，どのよ
うな発言等から主権者となっているのかを見取る
ことができる。それは，システム抵抗の発話行為
を捉えることであり，どのように主権者となって
特徴的発話行為 言語の機能 妥当要求
事実確認的発話行為 事態の叙述 真理性
規制的発話行為 相互人格的関係の樹立 正当性
表自的発話行為 自己表出 誠実性
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いるかを明らかにすることである。 
（4）正統的周辺参加論から捉えたシステム抵抗 
ハーバーマスが論じるシステム抵抗としての語
りは，市民的実践である。その語りは，正統的周
辺参加論に依拠すれば，市民的実践の中での語り
となる。それは市民となるための社会参加である。 
正統的周辺参加論とは，Ｇ．レイヴ，Ｅ．ウェ
ンガーによって提唱された状況学習論である。正
統的周辺参加論では共同体に存在する人と人との
関係に焦点をあて，共同体への参加を学習とする。
そして，学習によって自己，他者，世界は「互い
が互いを作り出す」とする。学習は学習者個人に
内化されず，自己，他者，世界の中に共有される。
また，レイヴとウェンガーは，「正統的周辺参加へ
の鍵として語ることを学ぶ」(17)としている。そこ
で，今回注目する共同体での学習の特徴は，語り
である。今回の研究では，「実践の中で語る」こと
を重視する。そのために，現実社会の課題を学習
課題とする。そうして，学校共同体に所属してい
ても一般社会に参加するように，市民的実践とし
て語ることを学習できるようにする。 
レイヴとウェンガーは，語りについて「実践の
中で語る」ことと「実践について語る」ことを区
別し，「実践についての語り」を含む「実践の中で
の語り」について，次のとおり述べている。 
 
実践の中での語りはそれ自体実践の中で
語ること（たとえば，進行中の活動の進
展に必要な情報の交換）と実践について
語ること（たとえば，物語，共同体内の
伝承）の両方を含んでいる。共有された
実践の内側で，両方の語りの形態は固有
の機能を果たしている。すなわち，一方
では，関与すること，焦点を当てること，
注意を移すこと，調整をもたらすこと，
などなどであり，他方では，成員たるこ
とを記しづけると同様に，記憶と内省の
協働形態を支持するのである。(18) 
 
さらに，レイヴとウェンガーは学習の力 
について次のように述べる。 
 
正統的周辺性というのは，権力関係を含
んだ社会構造に関係している複雑な概念
である。人がより一層強く参加するよう
に動いていく場として，周辺性は権力を
行使する位置にある。(19) 
 
周辺性に位置する時，つまり，共同体の一員と
して共同体に参加を始める時が，共同体における
学習をする力をより一層持つと捉えられる。よっ
て，現実社会に参加することを学習とするとき，
次のことがいえる。学校において教科書の内容を
学び，その学習内容を語ることは現実社会につい
て語ることで，現実社会の外側での語りとなって
しまうため，現実社会への参加は進まない。一方，
学校で学習していても，現実社会の課題を学習の
テーマとし，その課題について自己の意見を語る
ならば，現実社会の中で語ること同様の行為であ
るため，現実社会への参加が進む。 
また，どの実践共同体に参加するかによって「実
践の中で語る」ことと「実践について語る」こと
は捉え方が変わるため，何を学習するのかという
目的も変わる。そして，正統的周辺参加論では共
同体への参加が学習であるので，参加の度合いが
周辺から十全に変わることで学習は進み，共同体
の一員としてのアイデンティティをつくる。 
さらに，正統的周辺参加論からハーバーマスの
コミュニケーション的行為のシステム抵抗の理論
を捉えると，現実社会とシステム強制力との間に
ある社会問題への批判であるシステム抵抗は，「実
践の中での語り」となる。システム抵抗は，「実践
について語る」ことを含みながら「実践の中で語
る」ことである。「実践の中での語り」であるシス
テム抵抗には，現実社会への参加の度合いと，現
実社会に参加する立ち位置である周辺性が見出せ
る。なぜならば，議論等のコミュニケーション行
為により強制力を伴って社会を合理的に運営しよ
うとするシステムへの批判として，よりよい共同
体の運営をするための意見表明であるからだ。そ
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のことから，共同体へ十全的に参加し熟達者とな
ること，つまり，主権者となっていく様子が伺え
る。そして，矛盾に対して批判することにより，
現実社会に参加しようとする周辺性が現れる。そ
の周辺性は，学校共同体から現実社会という実践
共同体へ，参加する共同体が変わることで生徒に
育まれる学びの力である。 
以上より，現実社会の問題をテーマにして授業
を行うことは，生徒の現実社会への参加を促し，
自己と現実社会の問題との間に矛盾を生じさせる。
そして，矛盾から批判が生じ，現実社会に対する
学びの力を強める。批判の手段として，現実社会
の問題について議論し意見文を作成することは，
生徒が現実社会の中で語ることと同様であり，そ
の語りに現れる批判は社会をよりよくしていこう
とする意見として捉えることができる。ここに，
主権者としての育ちをみることができる。 
 
３．公民科授業と評価の原理 
（1）公民科授業の目的，内容，方法について 
公民科授業を考える理論は，正統的周辺参加論，
コミュニケーション的行為の理論の二つで，これ
らを関係づけて，公民科授業の原理を得る。 
前項に述べたように，共同体への参加の特徴と
しては語りがある。語りは，「実践について語る」
ことと，「実践の中で語る」ことがある。語る主体
と実践共同体との関係性によって，「実践について
語る」ことと「実践の中で語る」ことの違いが明
確になる。公民科授業では「実践の中で語る」こ
とを実施し，学校共同体に所属していても，一般
社会に参加することと同様に主権者として語るこ
とを学ぶ。 
公民科授業で，「実践の中で語る」ことを支える
原理は，ハーバーマスのコミュニケーション的行
為の理論である。コミュニケーション的行為の理
論は，自己と他者の相互行為により生み出される
システム抵抗により，人々の自律した行為ととも
に，人々がいきいきと生きる生活世界の回復を目
指すことを提唱している。 
以上から，現実社会の共同体に参加するように
「実践の中で語る」ことによって主権者を育てる
場であるのが，公民科授業である。 
従って，授業の目標は，主権者を育てることで
ある。今回の研究において，主権者とは，政治・
経済システムによる合理化に対抗し，現実社会の
諸課題について自ら考え，他者とのコミュニケー
ションによって，「実践の中で語る」ことのできる
者である。主権者は，政治・経済システムに組み
込まれた一員であるが，システム合理化に依存す
る者ではなく，自律して他者と交わり，システム
に抵抗する語りを行う者である。よって，生徒は，
授業におけるコミュニケーション行為としての議
論や意見文の発表の機会で自己の意見を表明する
ことを重ね，主権者となっていく。 
授業の目標に応じて，授業の内容と方法を以下
のように設定する。 
授業の内容は，主権者を育てることができるよ
うな現実社会の問題となる。現実社会の問題には，
人々の抵抗，意義申し立てが行われている。人々
の抵抗，異議申し立てには，二つに分けて考えら
れる潜在力がある。第 1 は，システム開放的なも
の（システムに対し，揺さぶるもの）である。第
2 は，伝統に退却するもの（守ることだけにとど
まるもの）である。授業では，システム開放的な
社会的問題を提示し，その社会的問題をパフォー
マンス課題としたい。そして，パフォーマンス課
題について，生徒は主権者と同様の活動，つまり，
他者とのコミュニケーション活動の中で考察し，
自己の意見を表明できるような学習活動を行う。
以上のように，授業内容を構成し，授業方法に繋
げる。 
授業の方法は，議論，意見文の作成である。ペ
アやグループ，クラス全体のコミュニケーション
活動の形態で考察し，自己の意見を表明できるよ
うな学習活動を行う。 
（2）主権者としての育ちを捉える評価について 
主権者としての育ちを，ハーバーマスのコミュ
ニケーション理論と正統的周辺参加論に依拠し，
次のように捉える。すなわち，社会的問題をテー
マとして行う授業の中で，議論や意見文における
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「実践の中での語り」と「実践についての語り」
である。 
「実践についての語り」は，社会的問題を取り
巻く背景や要因，生じている事実が何であるかを
述べているものである。そして，「実践の中での語
り」は「実践についての語り」を含みつつ，社会
的問題について論証しながら批判的に自己の考え
や意見を述べているものである。 
「実践の中での語り」から現実社会にどのよう
に参加しているか，主権者としての学びの力を捉
えるため，議論や意見文をハーバーマスの「言語
に媒介された相互行為の純粋類型」に提示されて
いる特徴的発話行為に依拠して分析する。特に，
議論を構成する各発言は，会話，規範に規制され
た行為，演劇的行為の側面を持つ。そして，各行
為類型の特徴的発話行為には，事実確認的発話行
為，規制的発話行為，表自的発話行為がみられ，
それぞれ真理性，正当性，誠実性の妥当要求がみ
られる。 
そして，「実践の中での語り」には，コミュニケ
ーションが成立するための 3 つの妥当要求のうち，
正当性と誠実性がより現れる。理由は，社会的問
題に関わる制度と問題の状況を捉え，制度と現状
の矛盾や課題，問題に対する提案等を相互に指摘
しながら規範に対して批判的に語り，自己の考え
を表明するからである。ここに，生徒の現実社会
への参加の様子を捉えることができる。 
さらに，「実践の中での語り」の中で語られる「実
践についての語り」には，妥当要求の真理性と誠
実性がより現れる。理由は，事実確認的発話行為
として社会的問題の状況を叙述的に語り，自己の
考えを表明するからである。ここに，主権者とし
ての学びの力を伺うことができる。 
よって，議論や意見文における「語り」を「実
践の中での語り」と「実践についての語り」とに
区別する。さらに，「実践の中での語り」の内容を
捉えることにより，生徒がどのような語りをしな
がら主権者となっているのかが明らかになる。 
 
４．高等学校公民科科目「政治・経済」授業実践
「働き方改革について―裁量労働制の導入につ
いて検討しよう―」の概要 
（1）単元の目標と実践の概要 
佐賀県立佐賀北高等学校 3 年 3 組（38 名：男 16
名，女 22 名）を対象に，表 2 のように，2018 年 7
月 4 日（水）から 7 月 17 日（火）の期間で以下に
述べる授業実践を行った。 
高等学校公民科科目「政治・経済」の授業実践
について，単元のテーマを「働き方改革について
―裁量労働制の導入について検討しよう―」と設
定した。単元の目標は次のとおりである。労働法
制，労働者を取り巻く現状を根拠にして労働の意
味を捉え直し，裁量労働制の導入について，主権
者として自己の意見を表明することと，探究し続
けていこうとする態度を養うことである。 
テーマ設定の理由は次の通りである。裁量労働
制とは，労働時間を実労働時間ではなく一定の時
間と看做す制度のことで，導入すると労働時間の
制限がなくなり，実労働時間に応じた残業代は発
生しない。適用には労使の合意や労働者本人の同
意が必要であり，現行では，企画業務型，専門業
務型の職業に就く者に限定し適用している。6 月
末に成立した「働き方改革関連法」は当初，裁量
労働制の適用範囲を拡大する内容を含む法案を提
出しようとしていた。 
労働時間と賃金を切り離し，成果により労働を
計る裁量労働制の導入について高校生の時期に考
えることには 2 つの意義がある。第 1 には，労働
法制と現状の間にある矛盾に対し，自己の意思を
表明する学習となる。第 2 には，社会的問題と労
働システム強制力の間に発生する矛盾を，他者と
協働して乗り越えようとする学習を見出せる。以
上の意義より，生徒の主権者としての育ちを促す
と考え，単元の授業計画を設定し，授業を行った。 
なお，今回の授業計画においては，佐賀県高等
学校公民部会の研究活動の一環として公民科教員
の参加があり，研究会では多数の意見が得られた。 
また，公開授業では新聞社の記者 6 名を招き，
生徒と共にグループ・ディスカッションを行った。
グループ・ディスカッションへの記者の参加理由
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は次の通りである。取材等を通じて広く社会経験
を積んでいる記者の参加により，授業が現実社会
と同様に議論する空間となり，生徒の主権者とし
ての育ちを促すと考えたからである。 
 
表２ 単元の授業計画 
 
 
 
 
 
 
 
 
（2）本時の計画と実践の概要 
本時（3 時間目）は，平成 30 年度佐賀県高等学
校地理歴史・公民部会の公民部会授業研究会とし
て実施した。2018 年 7 月 10 日（火）５限目（13：
35～14：25），佐賀北高等学校 3 年 3 組 27 名（男
子 5 名，女子 22 名）を対象に語学演習室で実施し
た(20)。 
本時の目標は，労働法制，労働の現状を共有し，
裁量労働制の導入について批判的に検討すること，
労働法制，労働の現状を根拠にして述べられる他
者の意見を受容し，よりよく自己の意見を述べる
ことである。 
本時の評価基準は，次の 2 点である。まずは，
労働法制，労働の現状をグループで共有し，それ
らを根拠として議論を行う中で裁量労働制の導入
について批判的に検討できること，次に，他者の
意見を受容しながら，よりよく自己の意見を表明
することができることである。 
本時の授業過程として，学習課題を「裁量労働
制の導入について検討するとともに，検討に必要
となる新たな事項を見出す」と設定し，実施した。
なお，グループ・ディスカッションの際，ラーニ
ング・パートナーとして記者の参加及び意義のあ
る議論が得られた。 
 
５．授業実践の分析－生徒の主権者としての育ち
について検討する－ 
（1）分析の方法 
グループ・ディスカッション，クラスでの全体
討議と意見文から，コミュニケーションによる学
習活動で生徒の主権者としての育ちを捉える手段
として，正統的周辺参加論とハーバーマスによる
コミュニケーション的行為の理論に依拠した。コ
ミュニケーションの際の発話行為を「実践の中で
の語り」と「実践についての語り」として捉え，
それらの語りの中には，真理性，正当性，誠実性
という 3 つの妥当要求が現れる。 
真理性は事実確認的発話行為に現われ，正当性
は規制的発話行為に現われ，誠実性は表自的発話
行為に現われる。以上，3 つの特徴的発話行為を
次の 3 つの観点から捉え，分析する。 
①労働の現状や労働法制について事実やデータ
を順序だてて述べる内容を，事実確認的発話行為
として捉え，この内容を事実確認的という観点で
評価する。この観点は，学習指導要領にある知識・
理解の観点に関連する。 
②労働の現状や労働法制，社会や国会における
裁量労働制に対する賛否両論の事実やデータを労
働法制や労働観と照合し，正当であるかを批判的
に検討し，述べる内容を規制的発話行為として捉
える。よってこの内容を，規範を検討する学力と
いう観点で評価する。この観点は，学習指導要領
にある思考・判断の観点に関連する。 
③自己の意見を表現・表明する内容を表自的発
話行為として捉え，この内容を表自的な学力とい
う観点で評価できる。この観点は，学習指導要領
にある表現の観点に関連する。 
（2）労働実態の把握 
 グループ・ディスカッションにおいて，生徒は，
労働の実践共同体に参加する記者から労働の実態
を学んだといえる。このことは，グループ・ディ
スカッションにおける記者と生徒の語りから捉え
られた。その語りとは，記者が生徒の労働実態を
知りたい思いに応える語りで，「実践の中での語り」
に含まれる「実践についての語り」として見出す
ことができた。それは，以下に述べる通り，語り
時数 学習課題
1時間目
誤った裁量労働制の適用事例をもとに弊害を捉
え，意見を述べる
2時間目
裁量労働制の問題の背景と賛否両論について把
握する。
３時間目
裁量労働制の導入について検討するとともに，
検討に必要となる新たな事項を見出す。
４時間目
裁量労働制の導入について検討するために、各
自必要事項について調べ，把握する。
５時間目
裁量労働制の導入について検討し，得た内容を
まとめる。
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を分析することで明らかになった。 
今回取り上げるグループでは，記者歴 17 年目の
Ｔさんと共に 4 人の生徒が議論した。生徒は初め
何を話せばいいのか戸惑っていたが，Ｔさんが積
極的に話し，生徒も次第に質問していた。まず，
生徒は，過労死の事例について会社の配慮不足を
指摘し，労働により命が奪われることはあっては
ならないと述べていた。この意見に対し，Ｔさん
は会社のみが悪いということだけでは片づけられ
ないと語っていた。そして，休日やプライベート
の時間はとれているかという生徒の質問に対し，
休日はあるが事件や自然災害が発生したときは無
休になると言っていた。その後の会話が，次のト
ランスクリプト 1 である。 
 
トランスクリプト 1 生徒Ｈと記者Ｔの対話 
（一部）（2018年 7月 10日） 
Ｈ：自分たちはまだ未成年で，高校生だから働い
たことがないから，そういう労働者の立場とか
よく知らないし。でも，自分の親を見ていたら
やっぱり，こういうブラックなところもあるし，
こういう話とか聞いたら，余計に悪い印象しか
持たないから，改正されてほしいなって思うけ
ど，どうやって社会が形成されてるとか，詳し
くはよく分からないから，解決策も思いつかな
いし，そういう解決策があるんだったら，それ
は，働いてある方から，あるなら聞いてみたい
と思う。 
 
トランスクリプト 1 より，生徒Ｈによる，まだ
社会制度がどうなっているのかわからないことや，
働いたことがないから労働者の立場はわからない，
という訴えが伺える。この後，記者Ｔさんは，働
いている一人として仕事の大切さや労働の意味，
会社と労働者の関係が単に労働力の需給関係では
ないことを踏まえて，次の 2 点を言った。一つは，
会社や国が，労働時間について労働者の生活や家
庭とのつながりを考慮しなければならないのでは
ないかということである。もう一つは，労働時間
の上限や労働において不都合が生じた場合の相談
場所を知っておく必要があることである。 
グループ・ディスカッションから捉えることが
できたのは，生徒は労働の実践共同体への正統的
周辺参加には至っていないことである。理由は，
生徒は労働の経験がないからだ。しかし，生徒Ｈ
の質問から，実際の労働事情を理解し，裁量労働
制の導入に関わる課題等を踏まえた労働問題の解
決について知ろうとしていた。記者Ｔさんの「実
践の中での語り」に含まれる「実践についての語
り」から，生徒Ｈは労働の状況，会社との関係，
労働者として知るべき法制等があることを学んで
いた。 
（3）システム抵抗に向かう矛盾 
各グループの討議内容をクラス全体で把握した
後，生徒は労働状況と労働システムとの間に矛盾
を感じるようになった。矛盾を感じる中で，生徒
の言論はシステム抵抗に向かう実践へとつながっ
ていく。このことは，労働状況を踏まえて労働制
度と照合したときに矛盾を感じ，労働制度の正当
性や労働の意味を問い直す意見から見出された。 
まず，裁量労働制の導入について積極的に賛成
するという生徒はおらず，慎重な検討が必要であ
るという意見や記述が多数だった。その理由とし
て，労働の結果には個人や職種で差異があること
を挙げていた。 
次に，労働の個人差については，働く際のモチ
ベーションや労働量には多少があること，特に，
労働量が多い場合はモチベーションが高くても過
労になりやすいのではないか，と指摘していた。
そして，個人の能力の差異や過労への対応を国や
企業は検討すべきではないか，と述べていた。 
よって，裁量労働制の導入については，職種に
応じて導入してはどうか，という意見があった。
医療や報道など，緊急に出勤を求められる職種に
導入することは不向きであるが，製造などのある
程度見通しのきく職種には向いているのではない
か，という意見で，クラス全体に共有されていた。 
さらに，生徒の意見文には，労働の意味を問い
直す記述が見られた。「そもそも私たちは“なぜ働
くのか”ということだ。私たちは自分の生活を維
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持するために働いている。また，人生における“や
りがい”を求めて働くのだ。」この記述より，生徒
は，裁量労働制の導入の検討を通して労働の現状
とシステムとの間にある矛盾を捉え，生徒が社会
の一員として社会とかかわりながら労働の意味を
見出そうとしていることがわかる。 
（4）システム抵抗の実践 
 生徒が表明した意見は，ハーバーマスのいうシ
ステムへの抵抗と捉えられた。その意見から，コ
ミュニケーション活動から学んだ労働の現状と既
習事項，経験等を組み合わせた内容を根拠として，
労働の意義と労働観を表明していることがわかる
からである。さらに，現状の労働法制に対する新
たな政策の必要性や，企業における労働状況の改
善を求める内容が伺える。この「実践の中での語
り」から，生徒の主権者としての育ちを捉えられ
た。 
これらのことは，生徒Ｈの意見文および単元終了
後のインタビューでの語りを分析することで把握
した。まず，意見文では次のように述べていた。 
 
私は職種によって，裁量労働制の導入を検討
すべきだと思う。まず，「働くこと」は「生き
がいを感じること」だと考える。それに，プ
ライベートに介入しない働き方が望ましい。
いくら労働基準法で，労働時間に制限がかけ
られていても，使用者と労働組合が協定を結
んでしまえば，労働者の自由が失われてしま
うかもしれない。しかし，企業側が過労をさ
せざる得ない状況にあるのも分かっている。
労働者が身近に相談できる場としてアドバイ
ザーを設けることも大切だと思うし，労働環
境の実態を敏感に察知する役所も重要だと思
う。労働環境の改善は，企業だけでは制限が
あるので，国レベルの政策を創る必要がある
と思う。(21) 
 
上の記述の中で，特に，「働くことは生きがいを
感じること」であるという労働観の表明に注目す
る。Ｈは，グループ・ディスカッションの中で記
者Ｔさんの「実践の中の語り」に含まれる「実践
についての語り」からの学びを根拠として，意見
を表明している。学びの内容は，やりがいを感じ
るからこそ過労が生じやすいこと，家庭や休日を
大事にしたいという矛盾を抱えていることである。
この記者Ｔさんの語りから学び，「働くことは生き
がいを感じること」と述べたと推察できる。そし
て，「労使間の協定を結べば労働者の自由が失われ
る」という事実確認的な語りからも，記者Ｔさん
の発言より学んだことが伺える。 
さらに，労働問題に対する具体的な解決策とし
て国や企業への対応が必要であることを述べてい
た。学んだ内容を根拠とし，問題に対する労働政
策が必要であると表自的に語っている。実現可能
性には欠けるが，高校生だからこそ自由に意見で
きる様子が伺える。ここから，現実世界の実践共
同体においては周辺に位置していることが把握で
き，主権者としての学びの力を見出だせる。 
次のトランスクリプト 2 は，Ｈの意見文にある
労働の意味や現状への対応等について，その背景
を知るために行ったインタビューの一部である。 
 
トランスクリプト 2 Ｈへのインタビュー 
（一部）（2018年 7月 24日） 
筆者：わかりました。あと，それに加えて，労働
環境の実態を敏感に察知する役所も重要だ，っ
ていう風に書いてくれてるけど，やっぱり，こ
れも，新たな役所が必要だっていう・・・？ 
Ｈ1：なんか，やっぱり，もっと，実態をわかって
おくべきっていうか。 
筆者：働いている人の実態？ 
Ｈ2：うん。今，どういう環境でしているのか・・・
その，環境を，もし，その人が知ってくれてた
ら，その人から助けを求める，っていうか，自
分から助けてって言えないじゃないですか。で
も，そうやって見てくれてる人がいたら，その
人が気づいてくれたら助けてくれるかもしれな
いし，絶対，雇用する側と雇用されてる側だっ
たら，立場が上下があるから，・・・言えないじ
ゃないですか。 
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インタビューでは，今回の学習の成果として労
働の現状の対応策を意見として述べる際，雇用者
と労働者との関係について「分け隔てを感じる」
と言っていた。だからこそ，労働者が身近に相談
できる場の確保の必要性について，トランスクリ
プト 2 中のＨ2 の会話の中に具体的な理由が表れ
ている。その理由は，労働者の立場の弱さや助け
を求めたいが言えないこと，労使間には上下関係
があることを踏まえ，第三者の立場から労働問題
の解決を図る新たな仕組みとしての労働アドバイ
ザーの設置を提案した，ということだった。 
加えて，Ｈは労働の経験がなくても，グループ・
ディスカッション時の記者 Tさんの語りから労働
の現状を捉え，現状の制度では解決できないこと
を学んでいた。この学びが現状の労働制度を改め
直す要望として，「労働環境の改善は，企業だけで
は制限があるので，国レベルの政策を創る必要が
ある」という意見文での記述となっている。 
よって，意見文に表現されている表自的な内容
は，グループ・ディスカッション等で得られた事
実確認的内容を根拠として述べられている。つま
り，記者の「実践の中での語り」に含まれる「実
践についての語り」から学んでいる内容である。
この学びを根拠として，現状の労働制度の改善の
ために国レベルの政策の必要性を主張している。
このことは，ハーバーマスのいうシステムへの抵
抗であると捉えられる。 
システムへの抵抗とは，システムと社会的問題
との間に介在する矛盾への批判である。Ｈの発言
は，現状の労働制度に対する強い抵抗ではないが，
労働未経験でも記者 T さんの話を聞き，裁量労働
制の導入について考察したことと家族の状況の間
に生じた矛盾への批判である。それは， Ｈ2 の発
言にある，労働契約によって生じる「労働者と雇
用者は対等である」という概念と現実の労働者と
雇用者の間に介在する矛盾への批判として現れた。 
Ｈの意見文や発言からは，社会変革を促すよう
な抵抗は難しいが，高校生だからこそできる自由
な議論が伺える。高校生は働いていないからこそ
労働についてよくわからないし，イデオロギーや
利害関係から離れている。つまり，労働の実践共
同体への参加を考えると，高校生は周辺性の非常
に高いところにいるといえる。だからこそ，自由
な議論ができる。その様子は，国による制度改善
への手厚い支援の必要性を表明した意見文の記述
に表れている。そこでは，労働者に対する労働ア
ドバイザーや労働の実態を察知する役所の設置が
必要である，と述べていた。 
 
６．成果と課題 
主権者を育むために，ハーバーマスのコミュニ
ケーション理論及び正統的周辺参加論に依拠して，
高等学校公民科の授業開発及び授業分析を行った。
裁量労働制の導入について検討するという，現実
社会の課題を学習テーマと設定した今回の授業に
おいて，次の 3 点の成果が得られた。 
1 点目は，相互了解を確認できたことである。
議論や意見文の作成というコミュニケーション的
行為による学習活動において，現実社会の課題や
その課題を取り巻く背景を事実確認的な現実社会
の労働状況を，生徒は互いに把握していた。 
2 点目は，社会をよりよくしようとする主権者
としての育ちを伺えたことである。特に意見文に
おいては，議論で相互に把握された現実社会の労
働状況を改善するため，現状の労働法制の見直し
や，国や企業の労働に対する在り方を検討するこ
とや問い直すことを求めた内容が見られた。その
内容は抽象的ではあったが，高校生だからこそで
きる自由な議論に基づいて政治・経済システムに
抵抗したとみることができる。 
3 点目は，現実社会に参加しようとする主権者
としての学びがみられたことである。その学びは，
グループ・ディスカッションにおける記者の「実
践についての語り」から現実社会での労働につい
て学ぶ，ということであった。 
一方，課題は 2 点である。1 点目は，政治・経
済システムへの抵抗としての意見は抽象的であっ
たことである。このため，システム抵抗としての
意見を具体的に根拠づける労働法制や状況を追究
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する学習の設定が更に必要である。2 点目は，政
治・経済システムへの抵抗を主権者としての育ち
として捉える時，どこまで主権者としての育ちが
見られたのかについて，その程度を十分明らかに
できなかったことである。以上，2 点については，
今後の研究課題として理論と実践を往還し，明ら
かにしていきたい。 
 
最後に，佐長健司先生のご指導，佐賀北高等学
校の先生方，他諸先生方のご支援により本小論を
書き上げることができました。感謝申し上げます。 
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